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３ 入札書提出場所等
\ 入札書の提出場所、契約条項を示す場所及
び入札説明書の交付場所 埼玉県川口市本町
四丁目１番８号川口センタービル14階 独立
行政法人科学技術振興機構経理部契約課担
当：中嶋 正人 ＴＥＬ：048`226`5612

ＦＡＸ：048`226`5646

] 入札説明書の交付方法 本公告日から上記
３\の交付場所にて交付する。

^ 入札書の受領期限 平成23年７月７日（木）
11時00分

_ 開札の日時及び場所 平成23年７月29日
（金）16時30分 埼玉県川口市本町四丁目１
番８号川口センタービル14階 独立行政法人
科学技術振興機構入札室

` 入札説明会の日時及び場所 平成23年５月
31日（火）16時00分 埼玉県川口市本町四丁
目１番８号川口センタービル14階 独立行政
法人科学技術振興機構大会議室

４ その他
\ 契約手続において使用する言語及び通貨：
日本語及び日本国通貨に限る。

] 入札保証金及び契約保証金：免除
^ 入札執行回数：５回を限度とする。
_ 入札者に要求される事項：入札に参加しよ
うとする者は、入札説明書に示す仕様書等に
基づき提案書等を作成し、これを封印した入
札書に添付して、３^の入札書の受領期限ま
でに提出しなければならない。提案書は当機
構において審査し、採用し得ると判断した提
案書を添付した入札書のみを落札決定の対象
とする。
なお、提案書について説明を求められた場
合は、これに応じなければならない。

` 入札の無効：本公告に示した競争参加資格
のない者の入札及び入札に関する条件に違反
した入札。

a 契約書作成の要否：要
b 落札者の決定方法：当機構が作成した予定
価格の制限の範囲内で最低価格をもって有効
な入札を行った入札者を落札者とする。ただ
し、落札者となるべき者の入札価格によって
は、その者により当該契約の内容に適合した
履行がなされないおそれがあると認められる
とき、又はその者との契約を締結することが
公正な取引の秩序を乱すこととなるおそれが

あって著しく不適当であると認められるとき
は、予定価格の制限の範囲内の価格をもって
入札した他の者のうち最低価格をもって入札
した者を落札者とすることがある。

c その他 詳細は入札説明書による。

入 札 公 告

次のとおり一般競争入札に付します。
平成 23年５月 17日
契約責任者
郵便事業株式会社 新東京支店長

福田 聖輝
◎調達機関番号 411 ◎所在地番号 13

１ 調達内容 \品目分類番号 75 ]購入等件
名及び数量 郵便事業株式会社新東京支店施設
清掃請負 一式 ^調達案件の仕様等 入札説
明書による _履行期間 平成23年８月１日か
ら平成24年６月30日まで `履行場所 郵便事
業株式会社新東京支店 a入札・開札の日時及
び場所 平成23年７月14日午後２時30分 郵便
事業株式会社新東京支店業務企画室

３ 入札者に求められる義務等 入札に参加を希
望する者は、入札説明書に明記されている証明
書等を平成23年７月７日午前10時までに下記４
に示す場所に提出しなければならない。提出さ
れた証明書を審査の結果、当該物品を納入でき
ると認められた者に限り、入札の対象者とする。
なお、提出した証明書等について説明を求めら
れたときは、これに応じなければならない。
４ 契約条項を示す場所、入札説明書の交付場所
及び問合せ先
〒137`8799 東京都江東区新砂２`４`23

郵便事業株式会社新東京支店業務企画室 担当
目黒 崇 電話03`5606`4024

５ その他 \入札の無効 本公告に示した入札
参加に必要な条件を満たさない者の入札及び入
札の条件に違反した入札 ]契約手続において
使用する言語及び通貨 日本語及び日本国通貨
に限る。^入札保証金及び契約保証金 免除
_契約書作成の要否 要 `郵便事業株式会社
資格審査申請書の提出 参加条件を満たさない
者で入札を希望する者は、当社所定の審査申請
書に必要事項を記入の上、上記４に示す場所へ
提出すること。なお、申請の時期によっては本
件入札に間に合わない場合がある。a入札書兼
見積書の記載方法 落札決定に当たっては、入
札書兼見積書に記載された金額に当該金額の５
％に相当する額を加算した額（当該金額に１円

５ Summary

\ Contracting Entity : Yukihiro Sugaya Di-

rector of the Department of Financial Af-

fairs Japan Science and Technology Agen-

cy

] Classification of the services to be pro-

cured : 71, 27

^ Nature and quantity of the services to be

required : Data and system migration to J-

STAGE3 ; 1set

_ Implementation period : 29 July, 2011 to

31 March, 2012

` Implementation place : described in the

specification

a Qualifications for participating in the

tendering procedures : Tenderers shall be

those who {not come under Article 70 of

the Cabinet Order concerning the Budget,

Auditing and Accounting. Furthermore, mi-

nors, Person under Conservatorship or Per-

son under Assistance that obtained the con-

sent necessary for concluding a contract

may be applicable under cases of special

reasons within the said clause. |not come

under Article 71 of the Cabinet Order con-

cerning the Budget, Auditing and Account-

ing. }have the Grade A, B or C qualified

for participating in tenders for the Úprovi-

sion of servicesÙ Japan Science and Tech-

nology Agency (JST), or in tenders by Sin-

gle qualification for every ministry and

agency in the fiscal year, 2010, 2011 and

2012. ~not be currently under suspension of

nomination by JST

b Obligations of tenders : {The tenders

must prepare written proposals based on

the specifications shown in the letter of ex-

planations and submit by 11 : 00 AM 7 July,

2011 |The tenders must respond to the rel-

evant questions made by the officer in

charge of contracts ; and }JST shall con-

duct inspections of the said proposals.

c Time limit of tender : 11 : 00 AM 7 July,

2011 (tenders submitted by mail 11 : 00 AM

7 July, 2011)

d Contact point for the notice : Masato

Nakajima, Contract and Purchase Division,

Department of Financial Affairs, JST,

4`1`8, Honcho, Kawaguchi-shi, Saitama

332`0012 TEL 048`226`5612

２ 取引先資格 \下記ア、イ、ウ及びエに該当
しない者であること。ア 当該契約を締結する
能力を有しない者及び破産者で復権を得ない
者。ただし、制限行為能力者であって契約締結
のために必要な同意を得ている者を除く。イ
下記各号の一に該当すると認められる者でその
事実があった後２年間を経過していない者。代
理人、支配人その他使用人として使用する者に
ついても同様とする。Ê 契約の履行に当たり
故意に工事若しくは製造を粗雑にし、又は物品
の品質若しくは数量に関して不正の行為をした
者 Ë 公正な競争の執行を妨げた者、又は公
正な価格を害し若しくは不正な利益を得るため
に連合した者 Ì 競争の参加を妨げ、又は契
約の締結若しくは履行を妨げた者 Í 監督又
は検査に際し職務の執行を妨げた者 Î 正当
な理由がなくて契約を履行しなかった者 Ï

その他、会社に損害を与えた者 ウ 会社更生
法（平成14年法律第154号）に基づき更生手続

開始の申立をした者又は民事再生法（平成11年
法律第225号）に基づき再生手続開始の申立を
した者。ただし、更生手続又は再生手続の終結
の決定を受けた者を除く。エ 前各号に掲げる
者のほか、反社会的勢力と認められる者。なお、
反社会的勢力とは、暴力団、国際犯罪組織、国
際テロリスト、社会運動標ぼうゴロ等、その他
次の各号に掲げる者をいう。Ê 郵便事業株式
会社が提供するサービスを不正に利用し、又は
不正な目的をもって利用する者 Ë 郵便事業
株式会社が提供するサービスの利用を通じて、
社会的妥当性を欠く不当な要求をする者 Ì

その他、社会的妥当性を欠く不当な要求をする
者 ]郵便事業株式会社における取引先資格審
査において、資格を有すると認められた者又は
全省庁統一資格を有すると認められた者である
こと。
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